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　ERINAは2011年度に「北東アジア／ロシアのエネルギー

安全保障問題に関する共同研究員グループ」を立ち上げた。

　北東アジア地域にはエネルギーの大供給国と大消費国が

併存しており、当共同研究は地域のエネルギー政策に係る

様々な事象を、安全保障を切り口とした世界規模の視点で

研究することを目的とし、その原点には我が国のエネル

ギー安全保障を念頭に置いている。

　研究体制は2013年度までは外部４名、所内３名で構成し、

研究成果を報告書として発表したり、パネル討論会で報告

したりしてきた。2014年度には外部３名の増員により研究

体制の強化を図っている。

　当共同研究に関連する卑近の動きとして、2014年５月に

ロシアと中国の天然ガス供給協定の締結が挙げられる。

2006年３月の両国首脳の基本合意から実に８年越しの交渉

を経てまとまったものであり、Gazprom社のミレル社長

は「ソ連（？）史上最大の契約」と表現した。

　日本は東北大震災によってエネルギー政策が根本から見

直されつつあり、再生可能エネルギーへの志向とロシアが

有する天然ガスへの期待が高まっている。

　ロシアではアジア重視政策が強まりつつあるが、ウクラ

イナ問題を契機に、日本を始めとするアジア市場への関心

がさらに高まるとする見方もある。しかしながら、ロシア

のエネルギー資源は無限ではないので、中ロ合意は日本に

対する供給の可能性を制約すると見る向きもある。この共

同研究の一つのテーマとして捉えたい。

　エネルギー安全保障はいずれの国にとっても最重要課題

に位置付けられている。日本は資源が豊富ではなく海外で

の権益確保も自給率も低い。この共同研究が我が国の政策

過程に資することを願いつつ、2013年度の共同研究の成果

（パネル討論会）を紹介する（尚、2012年度のパネル討論

会記録はERINA REPORT No.113に掲載）。
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ロシアの天然ガスと日ロ協力
〈報告者〉日本経済新聞社論説副委員長　池田元博

　ロシアの天然ガス事情と、日ロ協力の在り方の２点を中

心に話したい。

　日本は、世界最大の LNG 輸入国である。福島原発事故

以降、火力発電需要が急上昇し LNG 輸入が急増している。

国富３兆円が注ぎ込まれている。どこから輸入されている

か。ロシアからは９％、つまり全体の一割程度であり、ロ

シアのよいお客さんである。ロシアの LNG はサハリン２

から輸入しているが、ロシアにとってサハリン２は現在唯

一稼働している LNG 基地である。今はガスプロムが参入

しているが、もともと外資主導で事業が始まった。ロシア

「北東アジアのエネルギー安全保障」共同研究
―ERINA・ユーラシア研究所共催パネル討論会―

ERINA 副所長　杉本侃
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では、現段階では純国産 LNG 基地というものは活動して

いないのである。日本を中心に LNG 需要は盛り上がって

いるとはいえ、世界の中での LNG シェアは４％にすぎな

い。そこで、ロシアではこれを主要輸出資源として活用し

ていこうという動きが強まっている。

　ロシアにおける一つの大きな動きが、2013 年２月 13 日、

プーチン大統領直属の委員会での LNG 輸出の段階的自由

化への言及である。これまでロシアのガス輸出はガスプロ

ムが独占してきたが、そのミレル社長は会議に出席してお

らず、会議を実質的に主導していたのは、かつての副首相

でありプーチンの側近であるセーチン・ロスネフチ社長で

あった。その後の流れを見てみると、ロスネフチの攻勢は

すさまじく、同日にロスネフチとエクソンモービルの間で

極東 LNG 計画も含めた協力の覚書にサインしている。ま

さに出来レースだったといえよう。ロスネフチはその後も

丸紅との協力覚書を結び、更に輸出先をあらかじめ決めて

おくために、丸紅と SODECO との間に LNG 売買基本契

約を結び、外堀を埋めていったというのが大きな流れだ

と思う。LNG 輸出自由化法案は 11 月 22 日にロシア下院、

27 日には上院で可決し、同月末にはプーチンが署名、12

月１日には施行された。

　なぜこれほどまでにロシアが急いだかといえば、LNG

のシェアが需要の盛り上がりにもかかわらず世界でわずか

４％しかないという事実と、アメリカシェール革命の影響

だろう。シェールガスの将来はまだ不透明とはいえ、かな

り安い価格でアメリカ市場で取引され、一部は輸出にも振

り向けられるだろう。エネルギー大国のロシアとしても、

LNG を輸出の糧として稼がなければならないにもかかわ

らず、ガスプロムだけに任せておくといつまでも進展がな

いという焦りもあったと思われる。ガスプロムも、10 月

にはウラジオストク LNG 工場説明会を日本の需要家に行

うなどで巻き返しを図ったが、自由化自体は止められな

かった。

　表１は、日本に関連すると想定される主なロシアの

LNG 計画である。LNG 輸出法案には、2013 年１月１日

時点ですでに LNG 基地計画を表明しているところ、更に

50％以上ロシア資本の法人で大陸棚開発等の権利をもって

いるところ、生産物分与協定に基づき生産するプロジェ

クトといったものが含まれている。特に、ヤマル LNG は

2013 年時点で表明しているので当然入ってくるし、ロス

ネフチも当然入ってくる。一方、ルクオイルはかなり巻き

返しを図ったが、2013 年１月１日以前に計画を表明して

いないために外れた。

　これだけ計画が多ければ日本にとって有利なこともあろ

う。計画通りに開発が進めば、生産量そのものも増大し、

競争原理が働き、値下げ余地が出てくる可能性はある。一

方、懸念も捨てきれない。LNG 計画の生産目標値は高く

掲げてあり、問題は LNG 工場へ供給する天然ガス自体の

埋蔵量である。ロスネフチが想定しているのは、当然、サ

ハリン１の天然ガスのLNG化・輸出である。ガスプロムは、

エクソンモービルを主体とする構想にことごとく反対して

きた。サハリン１のガスをウラジオストクの LNG に使い

たかったという説もあるほどだ。そのような状況で、そも

そも天然ガス供給が相次ぐこれら LNG 工場計画の需要を

満たすのか、予定通り稼働するのかという問題が出てくる

（例えばサハリン１→ロスネフチなら、ガスプロムのウラ

ジオストク基地、サハリン２の増設向けの供給源はサハリ

ン３のガスだけで足りるのか）。

　さらに、LNG を主要輸出商品として売ろうとしている

のはロシアだけではない。アメリカ等各国で LNG 稼働計

画が進められていて、しかもかなりコストが低い（表２）。

日本自身も相次ぎ出資をしている。日本の電力・ガス会社

が注目しているのは、安価なアメリカ・カナダのシェール

ガスである。日本の出資するオーストラリアやアフリカで

は、生産開始時期が 17 〜 18 年であり、ロシアの LNG が

稼働するのとほぼ同時期になる。競合相手が増えており、

ロシアがうまくいくのかどうかという懸念がどうしても拭

えない。

　LNG 計画を満たすガスが供給できるか、という問題に

ついて、ガスプロムのガスパイプライン「東方計画」では、

サハリン３、チャヤンダ、コビクタが主なガス供給源であ

表１　ロシアの主なＬＮＧ計画　（日本市場への輸出を想定）

表2　世界の主なＬＮＧ計画（ロシア以外）
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る（表３）。これらからウラジオストクまでの約 4,000 キ

ロのパイプラインを開通できるのか、パイプライン敷設計

画「シベリアの力」は機能するのか、という問題がある。

これはすでにロシア政府の承認を受けており、本来であれ

ば 2013 年 10 月に建設開始、2017 年完成という計画だっ

たが、着工したという話は聞いていない。この秋に同社メ

ドベージェフ副社長から聞いた話では、チャヤンダ、コビ

クタの開発時期自体は中国次第、仮に年内に契約できれば

チャヤンダは恐らく 2018 年から生産できるだろうとのこ

とであった。逆に言えば、契約できなければ遅延するとい

うことである。（付記：中ロは 2014 年５月にようやく契約

に調印した。）さらに、現在ガスプロムが注力しているウ

ラジオストク LNG は日本向けを想定しており、ガス供給

はサハリン３で賄えるとのことである。ただ気になるのは、

サハリン２の増設計画は最終決定していないことである。

採掘すべきガスが足りないという話もあり、ウラジオスト

クへ供給すべきサハリン３ではキリンスキー鉱区での埋蔵

量増加の報告もあるとはいえ、現在サハリン２の増設計画

は宙に浮いてしまっていると言える。このような状態なの

で、先に出ていた予定がすべてうまく、予定通りにできる

のかを疑問視せざるをえない。特に、チャヤンダ、コビク

タについては、開発が大きく遅れる可能性があるのではな

いか。

　ここで思い出していただきたいのは、東日本大震災直後

の当時のセーチン副首相からの提案である。同氏は日ロエ

ネルギー協力の一環として、LNG の追加供給や LNG と天

然ガスのスワップ、チャヤンダ、コビクタの共同開発への

参加を提案している（表４）。残念なことに、2013 年秋に、

ガスプロムのメドベージェフ副社長はこれらガス田の独自

開発を宣言したが、かつてそういった協力提案もあったと

いうことを、対ロ戦略を考えるきっかけにしてもよいので

はないだろうか。つまり、現在の計画は果たしてうまくい

くかはわからないが、その一方で、ロシアには大量の天然

ガスが残っていて、それをどうマッチングしていくのかが

これからの課題であるような気がする。

　日本がロシアのエネルギーとどうつきあえばよいのかと

言えば、まず、交渉力（バーゲニングパワー）をもつこと

だろう。不透明な部分もあるが、シェールガス革命の影響

なども踏まえつつ、ロシア依存だけでなく様々な国からエ

ネルギー調達をしつつ、価格面で対ロ交渉力を高めること

が必要だろう。また、プーチン政権は対日関係を重視しよ

うとしていて、この政治の追い風をうまく利用することが

必要である。さらに、難しい部分もあるが、日本としての

戦略一貫性を持つことが必要ではないかと思う。日本政府

を中心にウラジオストクの LNG を推進してきた側面があ

るのだが、日本の企業によってはサハリン２を優先して欲

しいというところや、ロスネフチのサハリン LNG と組み

たいというところもある。ロシア側としては、果たして日

本がどれを優先するのかわからない部分が出てきている。

企業が参加する以上、止むを得ない部分もあるが、ロシア

エネルギーをどう使うかという点で、日本として意見の集

約が必要なのではないか。最後に、安全保障の観点につい

て、単に LNG を輸入するだけではなく、余ると想定され

るロシアのガスをどう日本が取り込むかも重要だ。

　今は LNG 計画を推進しているが、ひょっとすると上述

のいくつかの計画は、延期や中止となるかもしれない。そ

の際に、余っているロシアのガスを日本はどのようなかた

ちで利用していくのか。サハリン−北海道、ウラジオスト

ク−新潟ガスパイプライン構想も消えたわけではない。そ

れも含めて、日本として戦略的にロシアを取り込むことが

必要であるし、そうすることによって、ロシアとの信頼醸

成も芽生えていくのではないだろうか。

表3　ガスプロムの東方計画（ホームページに掲載された計画概要） 表4　東日本大震災後のセチン提案（天然ガスのみ）
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ロシアの北極政策
〈発表者〉防衛省防衛研究所 米欧ロシア研究室長　兵頭慎治

　最近、ロシアの有識者と安全保障問題について議論をす

ると、必ず北極問題が提起されるようになっており、避け

て通ることができない大きなテーマとなっている。我々、

日本としても、今後、北極問題に注目していく必要がある。

ロシアと北極

　2007年にロシアが北極点の海底にロシア国旗を立て、ロ

シアの大陸棚がここまで続いていると自らの領有権を主張

したことは記憶に新しい。新しい原子力砕氷船建造の決定、

ソチ・オリンピック聖火の北極点到達など、北極圏におい

てロシアは自らの存在感を主張している。最近、プーチン

大統領は戦略的に北極圏を重視しており、2013年10月に

「北極圏はロシアがここ数世紀にわたって主権を保持する

地域」と明言し、北極開発を進めて安全保障や経済面での

国益追求をはかる姿勢を示している。

　北極圏とは、地理的に北緯66度33分33秒以北を指す。北

極圏に領土を保有する国はロシア、ノルウェー、スウェー

デン、フィンランド、米国、カナダ、デンマーク（グリー

ンランド）、アイスランドの８カ国である。北極圏はロシ

アの領土の５分の１、人口の約１％を占めている。ロシア

の北極圏内には、不凍港で海軍拠点のムルマンスク、世界

最大級のニッケル鉱山が稼働するノリリスク、海軍基地と

して開発された白海に面したアルハンゲリスクなどが存在

する。

北極圏の資源開発

　なぜ最近北極問題が注目されているかといえば、それは

地球温暖化の影響である。２つの写真（図１）を比較する

と、近年、北極の海氷部分が小さくなったのは一目瞭然で

ある。北極海底には、金、銀、鉄、亜鉛、スズ、ニッケル、

ダイヤモンド等の鉱物資源をはじめ、石油・天然ガスにお

いては世界の未確認埋蔵量の約４分の１が存在し、バレン

ツ海など、地球温暖化による北極海の融氷により、資源開

発が可能な地域が拡大している。北極圏はロシア国民総生

産の11%、輸出総額の22%を占めるということで、ロシア

が経済や資源開発を考える上で、北極圏は一定の役割を果

たしている。天然ガス、石油、銅、金、ダイヤモンド、コ

バルトなどの多くがここで産出され、水産資源や森林資源

ではロシア全体の約半分を産出するという。

　注目されているエネルギー開発プロジェクトとして、ヤ

図１　縮小する北極海の海氷
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マル半島の液化天然ガス（LNG）プロジェクトがある。

ここは世界最大の天然ガス生産地であり、2018年までに

1,650万トンのLNGを生産する予定である。すでにフラン

スの大手石油企業のTOTAL、中国国有企業の石油天然気

集団（CNPC）が入っており、今後日印の企業連合も参入

するかどうかが注目されている。このヤマル・プロジェク

トは、アジアからの北極海航路を使用することが前提と

なっているため、中国も参入している。日本がロシアから

天然ガス輸入を考える場合、今まではサハリンや極東が主

流であったが、新しく北極圏に位置するヤマル・プロジェ

クトもそれに加わる可能性がある。

　ロシアは、国連の「大陸棚限界委員会」に対して大陸棚

延伸申請を行っている（図２）。そもそもロシアは、北極

海の大陸棚の約６割を領有しているが、大陸棚が北極点ま

で続いているとして、その延伸を国連に主張している。

2001年に一度申請したが証拠不十分で差し戻され、2013年

中に再申請の予定であったが、現時点ではまだ確認されて

いない。他方、オホーツク海は、2013年８月に大陸棚延伸

の再申請が行われた。これが認められれば、350海里まで

更なる資源開発の権利を、オホーツク海でも獲得すること

になる。

北極海航路

　ロシアが北極を戦略的に重視する理由は、資源開発に加

えて、北極海航路の誕生がある。北極海航路には、ロシア

沿岸を通る北東ルートと、カナダ寄りの北西ルートがある

が、実現可能性が高いものとして注目されているのが、ロ

シア沿岸ルートである。アジアから欧州への航路としては、

従来の南廻りルートに比べると距離が短縮でき、大きな

チョーク・ポイントや海賊問題などもなく、実用性が高ま

れば日本にとっても大きな関心事となる（図３）。

　現在は、夏場の航行期間は４ヵ月弱程度であるが、地球

温暖化で将来的に航行期間が延びることが予想される。そ

こでロシアは、2013年２月に「北海航路の商用利用管理に

関する連邦法」を設定、３月には北洋航路管理局という役

所を新設し、北極海航路の整備に乗り出した。ロシア沿岸

ルートを通る場合、ロシアの排他的経済水域（EEZ）を通

過するため、国連海洋法条約（UNCLOS）の条文を解釈

して、外国船が通行する際に、ロシアへの事前申請、構造

要求、航路管制、砕氷船によるエスコート義務など規定し

たロシアの氷海運行規則に従うことを外国船に課している。

　さらにプーチン大統領は、2013年２月に新しい北極戦略

である「2020年までのロシア連邦北極圏の発展と国家安全

保障に関する戦略」とう国家文書を制定した。この名称の

とおり、「北極圏の発展」と「国家安全保障」を関連付け

た新たな戦略文書である。これまでのロシアの北極政策は、

北極圏の発展に重点が置かれていたが、今回の文書はロシ

アの安全保障と北極問題を関連付けている。ロシアにとっ

ての北極とは、資源開発や北極海航路といった経済や資源

の問題のみならず、同時に安全保障の問題でもある。その

文書では、天然資源の有効活用、エネルギー安全保障の確

保を目的とする新しい基金（北極圏鉱床予備基金）の設立

や、北極圏における軍事的危険や脅威を予測し、十分な戦

闘・動員体制を確保することなどが規定されている。

　ロシアは、ここ１年ほど急速に北極への軍事プレゼンス

を強化させている。2008年から、空軍は爆撃機による定期

警戒飛行を、海軍は北極海の常時警戒活動を開始しており、

地上軍は北極圏での軍事活動の強化を目指して北極専属の

図２　北極の分割案 図３　北極海航路と従来の航路

（ERINA）作成
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２個旅団を編成した。また、将来的に、海軍と国境警備隊

を中心として「北極特別部隊」を編成する計画もある。さ

らに、冷戦終結後閉鎖されていた北極圏内のノボシビルス

ク諸島のテムプ飛行場を再開するようプーチン大統領が命

じており、現在その再開準備が進められている。

中国の北極進出

　安全保障面でもう一つ指摘する必要があるのは、中国の

北極進出である。現在は、経済面での進出が主であるが、

将来的には北極に中国が軍事進出するのではないかとロシ

ア側も気にしている。2012年、中国は砕氷船「雪龍」によ

る第５次北極探査を行った。往路はロシア沿岸を通ったも

のの、復路は北極点の真上を通過する中央ルートを通って

帰国した。ロシアが間接的にコントロールできるのは沿岸

ルートのみであり、ロシアの影響が及ばない北極中央ルー

トの開拓に成功した中国は、一種のインパクトをロシアに

与えたといわれている。将来的に北極海航路が実用化され

ると、商船のみならず軍艦も通ることが予想される。特に

中国から北極に向かう場合、日本海−宗谷海峡−オホーツ

ク海−千島列島を通るルートとなり、ロシアにとっても、

日本にとっても、シーレーンの観点から影響が出るであろ

う。2013年７月に、中国軍艦５隻がウラジオストクで中ロ

合同海軍演習を行ったが、その後に宗谷海峡を通って史上

初めてオホーツク海に抜け、択捉島とウルップ島の間を

通って太平洋へ抜けた。ロシアからすれば、中国の軍事プ

レゼンスがついにオホーツク海まで到達したわけで、将来

的には北極まで及ぶのではないかと懸念する声が上がって

いる。

日本のエネルギー安全保障と北極

　北極をめぐる国際関係は、政治面でも関心を呼んでいる。

図４は「北極評議会」という北極をめぐるマルチの政府間

協議体である。この北極評議会には、2013年５月、日本、

韓国、中国、インド、シンガポールなどのアジア諸国がオ

ブザーバー加盟を認められた。これを受けて、日本では北

極担当大使のポストも創設された。

　北東アジアのエネルギーと安全保障問題に、北極をどの

ように位置付けるべきか。１つは北極の資源開発と北極海

航路をどう評価するかである。今までは、サハリンや極東

の天然ガスを日本にどう持って来るかという議論が中心

だったが、今後は北極からの資源輸入についても考えてい

く必要があるだろう。ただそうなると、北極海航路の実現

可能性や採算性などが問題となり、日本国内では、ビジネ

ス界における実用性の観点から、北極問題に対する日本の

姿勢は必ずしも積極的ではない。他方、海外では、将来的

には北極要因は拡大することは確実であることから、北極

問題を中長期的な国家戦略にどう織り込んでいくかという

パーセプションの議論が展開されている。慎重目線で見る

のか、将来の可能性を見るのか、いずれの捉え方を採用す

るかで、北極に関する議論は異なってくるのだろう。

　北極海航路によってヨーロッパとアジアが繋がることか

ら、プーチン大統領は、ロシア国内のシベリア・極東の発

展問題と北極問題を関連付けて考え始めているように思え

る。ロシアの安全保障政策を見ていると、最近よく「北極・

極東」というワンフレーズが目に付く。プーチン大統領は

2012年５月７日の大統領令で、「北極・極東」の海軍増強

を命じている。これは、将来的に北極海航路で両地域が繋

図４　北極評議会

出所：外務省HP
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がっていくことを念頭においた表現である。ロシアに対す

る日本の資源協力も、シベリア・極東だけ見据えるのでは

なく、北極まで視野を広げて考える必要があるだろう。

　最後に、日ロ資源協力における北極、その北極へのゲー

トウェイにあたるオホーツク海をどう考えるべきか。2013

年11月に、日ロ外務・防衛閣僚級会議（２プラス２）が開

始された。資源分野に加えて、今後、安全保障分野が日ロ

協力の柱の一つになると思われる。また、今回は合意には

至らなかったが、将来的にはオホーツク海・北極海を巡る

日ロ防衛協力も実現していくものと予想する。日本は、資

源分野のみならず、安全保障の分野においても、地理的に

は北極までスコープを広げた形で、日ロ協力を模索する時

期を迎えたと言えるだろう。

北東アジアにおけるエネルギー輸送インフラ
―天然ガスを例にとって―

〈報告者〉三菱総合研究所政策・経済研究センター長
北東アジアガス・パイプラインフォーラム（NAGPF）事務局長　平石和昭

　今日の発表は、ERINA新井洋史主任研究員との共同研

究ということで発表させていただく。

　まず、北東アジアガス・パイプラインフォーラムの活動

の全体図を簡単に説明したい。フォーラムの活動の特徴を

２つ挙げると、第１にNPOであり、中長期的視野に立っ

て活動しているのが特徴である。第２には、ここでは各国

の個々の利益を希求するのでなく、あくまで北東アジア全

体のWIN-WIN の関係を築くのが大看板であり、それに即

して活動している。1997年からすでに15年ほど継続してお

り、国際会議13回、共同研究を６回行った。会長は各国持

ち回りであり、現在は韓国ガス公社（KOGAS）が設立し

たNPOであるKPGA（KOGASの元副社長が会長職）が会

長を務める。ロシアは科学アカデミーが設立したNPO、

中国は中国石油天然気集団（CNPC）が設立したNPO、モ

ンゴルはモンゴル石油公社、日本はかつては民間企業が集

まってNPOを形成して運営していたが、今は日本プロジェ

クト産業協議会（JAPIC）の下で活動を行っている（表１、

２）。直近の国際会議は2013年９月に中国の成都で行った。

この会議のテーマは「北東アジア天然ガス・パイプライン

の多国間WIN-WIN協力体制」であった（表３）。話題とし

ては、東日本大震災・福島原発事故後のエネルギー情勢、

シェールガス革命などであった。この成都の会議での発表

を踏まえ、ロシア及び中国の最近の情勢を紹介したい。

ロシアの天然ガスについてのポイント

　ロシアの天然ガスについては、資源と生産余力には問題

はないが、外部環境が以前と大きく異なってきている。今

までは、ガスプロムのガスはほとんどヨーロッパ市場に輸

表１　NAGPFの概要

表2　NAGPFの組織体制 

表３　第13回北東アジア天然ガス・パイプライン国際会議
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出されてきたが、シェールガス革命と欧州経済の停滞等を

背景に、ロシアはある意味初めて輸出市場における需要制

約に直面している。特にヨーロッパは、エネルギー政策と

市場の現状、すなわちカタール産LNGの輸入などがあり、

ロシアによるヨーロッパに向けた新たなガス供給への投資

インセンティブが働きにくい状況である。また、当然アメ

リカ市場もシェールガス革命のためロシア産ガスが参入す

る余地はなく、その結果、ロシアの天然ガスは、北東アジ

ア市場に注目することになる。ロシア東部における石油・

天然ガス生産のポテンシャリティは域内消費をはるかに上

回るので、やはり輸出するのが得策である。ロシアが考え

るガス輸出政策は、３つのポイントを重視している。まず、

価格見直しは微調整のみとし、石油リンク価格をベースと

すること。カタール産ガス等の影響で、ヨーロッパのいく

つかの国に価格の見直しを迫られ苦戦しているが、ロシア

としては北東アジア市場では石油リンク価格を堅持したい

ところである。第２に、北東アジアに輸出するために「東

方ガスプログラム」を重視している。第３に、LNGである。

中国についてのポイント

　ポイントの１つは、その需要量がどうなるのかということで

ある。これはロシアにとっても日本にとっても重要事項である。

中国のエネルギー市場自体は石炭がベースだが、天然ガスに

徐々にシフトしている。人口が多いので2011年以降はアメリカ、

ロシア、イランに次ぐ第４位のガス消費国になっている。将来

的にはさらに石炭から天然ガスへの転換も見込まれ、2030年

の需給見通しは約500BCM（10億m3、ベースケース）である。 

今の日本の需要が約120BCMなので約4.4倍となっている（表

４）。CNPCの予想では、従来型天然ガスの生産見通しは、

2030年には250BCMを超える。需要（500BCM）からこの在

来型天然ガス生産（250BCM）を引くと、250BCM足りない。

この不足分は中国内での非在来型天然ガス生産と輸入に頼る

ことになる。よって、中国がコールベッドメタン（CBM）やシェー

ルガスをどの程度開発できるかは極めて大きな要素となって

くる。それでも足りない部分は輸入ということになり、中央ア

ジアかロシアからのパイプラインガスあるいはLNGかというこ

とになる。日本の市場にも影響が大きく、注視せざるを得ない。

　もう１つの中国の特徴は、天然ガスを非常に重視し始めた

ことだ。その裏付けは、第12次５カ年計画（2011〜2015）の

中に、天然ガスに関する計画を３つ：天然ガス第12次５カ年

計画（2011〜2015）、シェールガス開発計画（同）、CBM開発

計画（同）を作り、天然ガス開発と市場整備に力を入れている。

これは大きな変化ではないかと思っている。

天然ガスインフラ長期ビジョン

　これはあくまで北東アジアガス・パイプラインフォーラ

ムの研究成果であり、中長期的にみた理想論をまず書いて

みようというところから行ったものである。興味深いのは、

定点観測的に更新していることである。2000年から数回に

わたってこういった長期ビジョンの絵を作ってみると、か

つて計画があったラインが消えていたり、あるいはLNG

にシフトしてきていたり等、いろいろ見えてくることがあ

る。過去の計画を再評価する動きもあっていいと思うし、

こうした経緯を踏まえながら将来を考えることも必要かと

思う。

　絵自体は、各国が提出してきたものを調整してまとめて

いる。21世紀初頭くらいから絵を描いてきたが、その後、

複数のプロジェクトはすでに供用を開始している。例えば

サハリン２、SKVパイプラインも完成した。中国の西気

東輸パイプラインも第二ラインまで完成し、更にこれが中

央アジアに伸びている。中国の沿海部にもLNG基地がで

きつつある。これらはここ10年くらいの動きである。

　過去15年この絵を描いてきたが、いくつかの特徴がある

（図）。薄い色のラインが建設済みのラインで、例えば10年

前にはタリム盆地から上海に伸びるラインはまったくな

かった。これを中国は３年で作ってしまった。その後に広

表４　CNPCによる天然ガス需給見通し
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東へ向かう第２西気東輸送ラインもできてきている。これ

らはこの10年の動きである。中国は非常に戦略的であり、

もともと中国の西部開発のために引いたということになっ

ているが、その延長には中央アジアがあった。今は、トル

クメニスタンからもガスが輸入されている。需要国から見

て、生産国を競わせるというのは重要である。実際、中国

はロシアとの交渉にかなり苦しんではいるが、そこに中央

アジアという生産国をいれ、それらを競わせている。非常

に戦略的にパイプラインを引いている。また、沿海部には

多くのLNG受入基地ができてきたが、これも供給先を多

様化するということでは、うまくやっているのではないだ

ろうか。

　98年のモンゴルでの会議の際に注目されていたのは、コ

ビクタガス田からウランバートルを経て北京へ至るライン

である。これは、距離的に一番短いことで建設コストが低

く経済的に有利ということであった。一方で、モンゴルと

いう第３国を経由することを中国が嫌がったことがあり、

結局、別のルート（コビクタガス田からモンゴルを経由せ

ず東北３省に入って韓国へ至る）でFSが実施された。た

だこれも、残念ながらFSだけで終わってしまっている。

　ウラジオストクから韓国へ持っていくにしても、北朝鮮

を陸路で抜けるのか、海沿いに行くのか、LNGかなど複

数の選択肢がある。日本についても、サハリンからパイプ

ラインでもってくるという話もあったし、今はウラジオス

トク〜新潟のパイプラインも含め様々な可能性が議論され

ている。

　こういった状況の中、過去10数年の間の様々な動きも踏

まえて、今後のあり方を考えていく必要がある。このフォー

ラムは日本が事務局を務めているが、「他国はどんどん進

んでいるけれど、日本だけあまりメリットがないようだ」

などと言われることがある。そういった意味でも、日本が

今後どうするべきか、今が考え時ではないだろうか。

ロシアの展開するパイプライン地政学
〈発表者〉石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）調査部担当審議役　本村眞澄

　パイプラインと地政学と言えば、すぐに、紛争地域や軍

事的影響などへ発想が向かう。ユーラシアの主要石油・ガ

スパイプライン（図１）を見てみると、特に中東地域にお

いては、紛争回避という現象がないわけではない。TAP

（Trans-Arabian Pipeline）はホルムズ海峡を迂回し、直接

地中海へ向かうためにサウジアラビアが作ったパイプライ

ンである。しかし、67年の第３次中東戦争で占領され、

East West Pipelineに切り替えた。同じ第３次中東戦争で

図　天然ガスインフラビジョン（2013年９月現在）
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は、イスラエルがスエズ運河を占領したため、SUMEDパ

イプラインという内陸に廻ったものが作られている。現在

も同様のことは続いていて、イラン問題の影響で、昨年ホ

ルムズ海峡を通さずにインド洋へ出せるパイプライン「ハ

ブシャン・フジャイラパイプライン」が作られた。また、

中国はマラッカ海峡を通らないミャンマーからのパイプラ

インを作っている。

　確かにこのような紛争回避的動きはある。しかし、ロシ

アを見ると様子が違うようである。もっと積極的な、いわ

ば空間支配力（特にガス）、能動的展開がパイプラインの

考えの基本にあるのではないかと思われる。ただこれを言

い出すと、さらに進めてパイプラインは政治的武器である

という議論が現れるし、新聞もそのように書くことがある。

しかし、これは政治化された意見だと思われる。パイプラ

インは、石油とガスとで特徴が若干異なる（表１）。石油

は製油所か輸出港へ延びていくが、ガスは消費地へ直接延

びていく。また、商品としても違いがある。石油は出せば

必ず売れる「プロダクトアウト」であるが、天然ガスは高

い企画性を持って消費地へ繰りこんでいく必要のある

「マーケットイン」の特徴がある。

　パイプラインの地政学というのは、我々の見解では「互

恵的・双務的」である。後で紹介するマッキンダーの地政

学では、資源国が消費国を支配する手段というような意味

で受け止められているが、我々の見解はこれと異なる。需

要側が大規模なガス輸入を確約することは、エネルギーの

安全保障を供給側に委ねることである。しかし、これによ

り供給側も安定的な利益が約束されるわけで、双方にとっ

て利得が重要なことから、パイプラインは「互恵的・双務

図１　ユーラシアの主要石油ガスパイプライン図

表１　石油と天然ガスのパイプライン比較
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的」な性質を有する。パイプライン自体、高価なインフラ

であるので、厳密な経済性が要求される。よって、政治の

ためだけに経済性を犠牲にすることはない。

　欧州のガスパイプラインを見てみると（図２）、1970年

頃には国際パイプラインは連携していなかった。オランダ

のフローニンゲンガス田周辺やイタリア、フランスなどに

わずかに存在していた。しかし、2002年に至っては、アル

ジェリア、ロシア、北海などを繋ぐ、ヨーロッパに広域に

供給する体制ができた。これはそもそも1969年に西ドイツ

に社民党ブラント政権が発足した際に、東方外交を表明し

緊張緩和がなされたことに始まる。この年11月に西ドイツ

の大口径管とソ連の天然ガスの交換で合意し、12月にはイ

タリアも同様の合意をした。その結果、1973年にソ連産ガ

スが西ドイツに、翌年にイタリアへ届いた。

　ただし、これは危険だという見解があった。有名なマッ

キンダーの図に出てくる「ハートランド（当初はピボット

エリア）」は、周辺国である「リムランド」に対して大き

な影響を与える（図３）。海洋国家が必ずしも強いのでなく、

図２　欧州における天然ガスパイプライン網の発達（1970年と2002年）

図３　ハートランドとリムランド
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むしろハートランドを抑えることが重要であるという理論

は、当時はそれだけの話だったのだが、この図にパイプラ

インを重ねると、あたかもこのハートランドの部分がソ連

と重なっており、ソ連から延びたパイプラインが触手のよ

うに周辺国への影響力を与えうるだろうという議論になっ

たのである。

　これをまさに政策に掲げたのが、レーガン政権である。

1981年、後にネオコンの中心人物となるリチャード・パー

ルが「欧州がソ連産ガスに依存するのはその影響下に入る

ことであり、米欧連携の弱体化につながる」と議会で証言

し、その後、アメリカはソ連とポーランドに対して経済制

裁を行った。パイプラインは武器になるというのがアメリ

カの考えだった。しかし、1991年、ソ連が崩壊した政治的

大事件の最中にも、天然ガスは滞りなくヨーロッパに供給

された。儲けることの方が大事であるというのが天然ガス

を生産する側の主張なわけである。欧州向けパイプライン

は約40年間安定的に操業され、ソ連、欧州共に利益をもた

らした。あくまで「双務的・互恵的」であって、ここでは

マッキンダー流の「支配・被支配」の関係ではなく、地域

の安定装置として機能したのである。

　北東アジアに目を転じる。2000年にはロシア石油パイプ

ラインの出口はドルジバパイプラインのほか、バルト海、

黒海などを経由した西側にしかなかった。しかし、東側に

も100万バレル／日に近い原油が供給できる巨大な石油供

給システムが構築された。ESPOパイプラインは2009年に

はタイシェットからスコボロディノ、昨年12月にはスコボ

ロディノからコジミノまでが全線開通し、今までの30万バ

レル／日が、近く60万バレルまで引き上げられる。併せて

天然ガスパイプライン計画も進んでいる。現在完成してい

るのが、サハリン〜ハバロフスク〜ウラジオストクのパイ

プラインであり、これが現在日本への供給の可能性がある

ものである（図４）。

　一方、受け皿側の日本国内のパイプラインを見ると、まっ

たく繋がっていない（図５）。30年前のヨーロッパと同じ

ような状態である。これに比べて、韓国はLNGパイプラ

インがしっかりできあがっている（図６）。韓国は、1995

年に国内パイプライン整備するという方針を打ち出した。

現在はLNGで輸入し、内陸部へは天然ガスにしてパイプ

ラインで運んでいるが、将来的には、ロシアからのパイプ

ラインに接続することを視野に入れている。北朝鮮経由パ

図４　北東アジアの石油・ガスパイプライン

図５　我が国のPL・LNG基地の現状

表２　  太平洋向けLNG価格とロシアから欧州向けパイプ
ラインガス価格の推移

図６　韓国におけるガスパイプライン網
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イプラインについては、2011年メドベージェフ・金正日会

談でパイプラインを検討することで合意している。2013年

11月には、プーチン・朴会談で北朝鮮経由か日本海経由で

の敷設に合意している。これは、交渉が難航している中国

への当てつけの可能性もあり、今すぐ実現するかどうかは

わからない。

　このような北東アジアの大きな供給ソースと国内のパイ

プラインとの連携については、日本でも長い間議論されて

いる。これは、分散型発電に有利なインフラ整備が可能で、

国際パイプラインへの連結による安全保障が期待できる。

すると、ロシアが栓を止めたらどうするという話になるが、

ロシアからの天然ガス供給の途絶懸念は政治化した意見で

あって、双方が利益を追求する立場である限り、自殺行為

のようなことは基本的に有り得ない。

　日本のLNG輸入量は、2010年から2012年の間に25%増加

した。そして価格も上がっている。日韓のLNG価格の比

を見ると（表２）、日本は韓国より安いLNGを入れていた

が、途中で逆転している。表にはロシアからドイツへのパ

イプラインガス価格を加えてある。終始パイプラインの方

が２割方安い。昨年は３割方安かった。もしも日本がパイ

プラインでガスを入れるような時、こういう水準の価格を

提示した場合、ロシアに対して交渉が可能である。ロシア

は中国へ天然ガスを売りたいが、中国は安く売れといって

いる。そこでもし、日本がドイツ並みの値段ならば買うと

いえば、ロシアは中国へのけん制として承諾するかもしれ

ない。無論交渉次第ではあるが。日本に売るという選択肢

は供給国側にとっては魅力的なものと思う。日本としては、

選択肢を手放さずに、色々な形で交渉を続けていくことが

重要だと思う。

モンゴル炭の開発輸送問題
〈事例紹介〉　ERINA 調査研究部主任研究員　Sh. エンクバヤル

モンゴルにおける陸上輸送の概要

　まず、モンゴルの陸上輸送の法的枠組みと現状、今後の

開発の見通しについて話す。現在の陸上輸送活動と今後の

開発課題は、次の政策文書に規定されている。1995年に発

効し、2007年改正された鉄道輸送法、1998年の道路法、

2008年議会で承認されたミレニアム開発目標に基づくモン

ゴル国家開発戦略、2010年に承認された鉄道開発国家政策、

2008年から2020年までの道路輸送マスタープランである。

モンゴルは現在、中国（1991）、ロシア（1996）、カザフス

タン（1993）、ウクライナ（1995）、トルコ（2002）、キル

ギス（2004）、ベラルーシ（2003）、北朝鮮（1996）の８カ

国との間で道路輸送に関する２国間協定を結んでいる

（カッコ内は締結年）。さらに、モンゴルはアジア太平洋経

済社会委員会（ESCAP）の２つの陸上輸送開発プロジェ

クト、すなわち、アジアハイウェイネットワーク（モンゴ

ル国内に4,259kmの道路を建設中）とアジア横断鉄道ネッ

トワークに参加している。

モンゴルの道路網

　図１はモンゴル道路網の現状を示している。現在モンゴ

ル道路の状況は、舗装道路2,597km（全体の5.3％）、砂利

道3,863km、土道42,788kmで全体が49,248kmである。

モンゴルの鉄道網

　モンゴルの鉄道網の現状と、国家政策に示されている今

後の開発計画は図２のとおりである。本線と支線からなる

鉄道網は、現在全長1,908kmに及ぶ。ウランバートルを通っ

てロシアと中国を繋ぐ1,110kmの本線がモンゴル横断鉄道

の主要ルートとなっており、北で全長98kmのボルドツム

ルイェル川鉄道と繋がる。モンゴルの北東に位置する全長

239kmのバヤンツメン鉄道は、東の主要都市チョイバルサ

ンとモンゴル・ロシア国境を結ぶ。2010年に承認された鉄

道開発国家政策によれば、新しい鉄道路線5,400kmが３段

階に分けて建設される予定である。

北東アジア輸送網へのリンク

　モンゴルは世界に44カ国存在する内陸国の１つであるた

め、中国の天津港を利用している。図３に示されるように、

鉄道開発政策の実施を通して、北東アジア地域の他港への

アクセス拡大を狙っている。

石炭と輸送

　次にモンゴル炭の産出、輸出、輸送の問題を紹介する。今日、

石炭は世界の１次エネルギー供給全体の約３分の１を占め、

この傾向は今後もしばらく続くものと予測されている。現在モ

ンゴルは、世界上位10位内に入る石炭の純輸出国で、モンゴ
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図１　モンゴルの道路網

図２　モンゴルの鉄道網
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ルの石炭予想埋蔵量は1,700億トンで推定埋蔵量は280億トン

である。2012年のモンゴル石炭産出量は3,000万トンで、その

うちの70％が輸出された。しかし、適切なインフラが足りない

モンゴルは、石炭輸出における大きな課題に直面している。

主要石炭鉱床とモンゴル国境の間には鉄道が敷設されていな

いので、石炭の大部分は車による陸路輸送である。このため

多額の輸送費が必要となる。例えば、タバントルゴイ鉱床か

ら天津港までは１トンあたり81ドル、石炭の販売価格の60％

を占める一方、オーストラリアのクイーンズランドから天津ま

での海上輸送費は１トンあたり24ドル、販売価格の18％であ

る。そのため、モンゴルの石炭輸出業者は、商品価格の値下

げに応じる余地がほとんどない。また、道路を使ったバラ積

みの石炭輸送中に発生する粉塵や石炭の飛散は、周辺環境の

汚染につながっている。

石炭長距離輸送の新様式：パイプライン

　パイプラインを使った石炭の長距離輸送方法を紹介したい。

石炭輸送の代替案として、経済効率がより良く環境に配慮し

た、モンゴルのイートランス社が開発した水力輸送方法があ

る。石炭は、予め選鉱され比重の重い液体の入ったパイプラ

インを通って、天候に左右されることなく地下と地上の両方

で移送が可能である。まず、採掘された石炭を粉砕する間に

乾燥させ、それを15mm以上と以下に選別し、それぞれを液

体で満たされたパイプラインによって輸送するものである。こ

の「Coal River Pipeline」輸送方式では、他の従来型の地上

および地下の石炭輸送方法に比べ、経済効率が良くエコフレ

ンドリーである。

Coal River Pipeline の利点

　これは石炭の品質を維持しつつ費用対効果が高く、環境

への影響が少なく信頼性の高い方法である。

◆  経済性：他の方法に比べてトン/km当たりの費用、使用

エネルギー量が著しく小さい。安全な大量輸送が可能で

揚水用のエネルギーや磨滅問題を削減することが可能で

ある。従来型の長距離スラリーパイプラインの稼働によ

り発生する再起動問題を除去できる。

◆  品質：輸送準備の際には石炭を品質向上させ、輸送中は

品質維持が可能。

◆  環境配慮：90％以上の使用水を再利用できる。パイプラ

インは地上・地中両方に設置が可能。また、河川の下に

設置することも可能であり、その際は河床に影響を与え

ない。粉塵を削減し、また、移送中および工場保管中の

自然発火を防げることでクリーンな工場づくりに貢献する。

◆信頼性：人的操作を最低限に減らすことが可能。

図３　北東アジア輸送網へのリンク
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ケーススタディ：タバントルゴイ〜ガシューンスハイト

　タバントルゴイは、モンゴル南部に位置する世界最大の

原料炭並びに燃料炭の鉱床である。埋蔵量は65億トンでそ

の３分の１は原料炭である。ガシューンスハイトは中国国

境に一番近いポイントで、海抜1,129メートル。一方、タ

バントルゴイは1,552mで、この423mの高低差を利用する

ことで省エネルギーなパイプラインポンプを作ることが可

能となる。パイプラインの輸送能力は年間3,000万トンで

あり、主要パイプラインの処理能力は年間5,000万トン、

搬送液体を戻すための並列パイプラインの能力は年間

2,000万トン。主要パイプラインの流量は時間当たり

4,077m3、戻りは1,630m3である。パイプラインの呼び径は、

それぞれ1,100mmと460mm。ポンプステーションは、主

要パイプラインには１カ所、戻りには２カ所それぞれ設置

が必要とされる。システム全体を動かす電力は、28メガワッ

トである。費用を比較すると、設置資金は２分の１以下、

操業コストも鉄道輸送に比べ２分の１以下となる（表）。

また、パイプライン操業コストには、石炭に付加価値を与

える石炭洗浄費が含まれることにも注目したい。以上から、

現在鉄道のないタバントルゴイ〜ガシューンスハイト間に

は、水力輸送方式が最適と思われる。

カスピ海沿岸諸国のエネルギー開発の現状
―カスピ海のエネルギーはどこに向かうのか―

〈事例紹介〉（一財）日本エネルギー経済研究所　研究主幹　杉浦敏廣

カスピ海沿岸原油生産の歴史

　カスピ海の原油生産状況について説明させていただく。

伊藤忠商事の駐在員としてバクーに７年、サハリンに７年

勤務していた。バクーには毎年多くの議員さんの訪問があ

り、その際、日本への輸出についてよく尋ねられた。ここ

で、「日本へは持っていかずに地中海で売っている」と回

答すると、「日本のエネルギー安全保障に貢献していない

のでは」と訝られることが多かった。その際は、「タンカー

で直接日本へ運んだこともあるが、地中海で売ればそこで

購入する国は他で買う必要がないので、グローバルに見れ

ば日本の安全保障に貢献している」と回答していた。

　世界で最初に商業油井が始まったのは、アメリカのペン

シルバニアでなく、1847年のバクーである。1900年になる

と、世界の原油生産の約半分はバクーで産出されていた。

また、世界最初の原油輸出用パイプラインができたのもこ

の地であり、バクーからグルジアの黒海沿岸までパイプラ

インが引かれている。1941年、バクー陸上油田は2,350万ト

ンという膨大な量の原油を生産しており、アゼルバイジャ

ンでは、この生産記録は2006年まで破られなかった。とい

うのも、1941年は独ソ戦の開始の年であった。当時、ソ連

邦原油生産の７割以上、８割近くまでがバクーで生産され、

赤軍に供給されていた。ゆえに、バクー油田なかりせば、

ドイツ軍は赤軍に勝っていたかもしれない。実際、ドイツ

軍はバクー油田の占領を試みたが、峻険な大コーカサス山

脈によって進撃を阻止され、バクーに到達できなかった。

カスピ海周辺地域の原油・天然ガス

　今日は、2013年８月に米エネルギー省から出されたカスピ

海周辺の資料に基づきご報告したい。バクー周辺の地図に

基づいて話を進める。図１はカスピ海地域の地理的概念図

と、カスピ環周辺地域の原油・天然ガス鉱区や領海図である。

まだ法的問題が残っており、カスピ海が海か湖かも決まっ

ていない。また、領海も一部画定していない。図２は周辺

各国の原油生産量に占めるカスピ海原油の割合を表してい

る。ロシアは、まだカスピ海では少量の原油しか生産して

いない。カスピ海を一番有効利用しているのはアゼルバイ

ジャンである。イランはこの地域では陸海両方共、まだ原油・

天然ガスの生産をしていない。カザフスタンは陸上のカスピ

海沿岸地域では原油を生産しているが、カスピ海では少な

い。トルクメニスタンでは、数はまだ少ないが外資が入って

海洋鉱区で原油・天然ガスの生産を行っている。

アゼルバイジャンの原油・天然ガス生産量

　アゼルバイジャン国家統計委員会による原油・天然ガス

表　費用の比較



ERINA REPORT No. 119 2014 AUGUST

75

生産量推移（図３）を見ると、2010年以降原油生産が減少

している。陸上原油は漸減だが、カスピ海部分では減少が

著しい。これは原始埋蔵量と可採埋蔵量にも関係するが、

地下4,000〜5,000メートルにある鉱床については、なかな

か当初の予定通りには進まないということだ。2013年は前

年と同じ程度の生産量かと思われる。現在、生産井を掘っ

ているので、2014年からは生産増加するものと思われる。

　天然ガス生産量は2008年に急増しているが、これは数字

のトリックで、それまでネット生産量だったものを、突然

2008年にグロス生産量（フレアしたもの、地下の油層に戻

したもの等を含む）に変更したためである。ネット生産量

は約170億立方メートルで変化していない。

カザフスタン原油生産予測とカシャガン海洋鉱区権益比率

　カザフスタンのカシャガン海洋鉱区は、最近、一般紙に

もよく取り上げられるようになった、可採埋蔵量が90億バ

レルと言われる大油田である。ここには日本のINPEXも

参加している。アメリカのConocoPhillips は、昨年インド

のONGCと、自社が保有する8.4％の権益の売却に合意し

ていたが、コンソーシアムの先買権に基づき、KMG（カ

ザフスタン国営石油ガス会社）がこの8.4％を購入するこ

とに成功した。購入後その権益をどうしたかというと、同

社はこの8.4％の内、8.33％を中国のCNPCへ売却し、残り

0.07％は自社に残し、現在、同社が一番多くの権益をもっ

ている。ここではトリックがあって、同社は買った値段と

ほぼ同じ金額で中国へ売り、0.07％は事実上ただで自分の

ものとした経緯がある（図４）。

　原油生産は９月11日に開始されたが、その後、天然ガス

パイプラインにガス漏れが発見され、現在、原油生産が停

図１　カスピ海周辺地域の原油・天然ガス鉱区概観

図２　カスピ海周辺地域の原油生産量

図３　アゼルバイジャン原油・天然ガス生産量推移
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止している。コンソーシアムが行った11月６日の発表によ

ると、これは硫化水素による応力腐食のためにパイプライ

ンが割れるという事故であった。これは深刻な問題で、こ

の鉱区の原油・ガスは最大19％の硫化水素を含んでいるた

め、鉄がすぐ腐食してしまう。私はモスクワ駐在時代にカ

シャガン鉱区の北側に位置するテンギス陸上油田へ鋼管を

供給したことがある。その時も硫化水素量を調べ、それに

耐えうる鉄を作り、鋼管として供給した。今回も当然この

ような鋼管が使われたはずなのだが、なぜかこのような事

故が起きてしまい、現在、原油生産は中断している。

　図５は、カスピ海沿岸からどのような原油・天然ガスパ

イプラインがどこへ敷設されているかを示している。バ

クーの原油は、BTC（バクー・トビリシ・ジェイハン）

パイプラインで地中海へ出ている。カザフスタンの原油パ

イプラインは、同国西部から東部にすでに全部繋がってい

て、中国へ行っている。

　カスピ海・黒海周辺地域の原油パイプラインについては、

図６のとおりである。トルクメニスタンの天然ガスは、図

７のとおり中国、ロシア、イランへ送られている。現在構

想中なのは、アフガニスタン経由でパキスタン、インドへ

向かう天然ガスパイプラインである（TAPIパイプライン）。

南エネルギー回廊

　南エネルギー回廊は、最近、一般紙でも取り上げられる

ようになった（図８）。カスピ海の天然ガスの行き先につ

いては、トルコ国内東西接続パイプライン「TANAP（Trans 

図５　カスピ海周辺地域からの輸出用P/Lルート

図４　カザフスタン原油生産予測とカシャガン海洋鉱区権益比率
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図６　カスピ海・黒海周辺地域の原油Ｐ／Ｌ

出典：EIA, US DOE

図７　トルクメニスタンからの天然ガス輸出用P/L

出所：ルス・エナジー

図８　南エネルギー回廊概念図

（出所：BP）

Anatolian gas Pipeline）」と、アドリア海経由の「TAP」 で、

年間約160億立方メートルの天然ガスをトルコとイタリア

へ輸出することが決まった。

　ロシアの「サウス・ストリーム」は、黒海を横断しオー

ストリアに向かうパイプラインである。以前「ナブッコパ

イプライン」が新聞でも頻繁に取り上げられたが、これは

敗退した。

　トルコは今後、トランジット国としての重要性が増すこ

とが予測される。そうすると、第２のウクライナになる恐

れがあるので注意が必要である。

カスピ海の天然資源はどこへ向かうのか

　カスピ海沿岸諸国は、お互い外交関係が良くない。その

典型はアゼルバイジャンとトルクメニスタンで、両国は領

海が画定していないので、エネルギー所有権にも問題が出

ている事例もある。

　今後この地域のエネルギーはどうなるか。トルクメニス

タンの天然ガスは、ほとんど中国へ向かうようになるだろ

う。ロシアへはかつて毎年500億立方メートル輸出してい

たが、今では100億立方メートル程度と激減した。

　アゼルバイジャンの天然ガスはヨーロッパへ向かうこと

になる。同国のカスピ海原油はBTCで主に地中海へ輸送

している。

　カザフスタン産原油の一部は、ロシアのノボロシースク

に、一部は中国にいく。

　我々にとっての教訓は、日本のエネルギー安全保障確立の

ためには、エネルギー上流権益確保が大事だということだ。
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〈論文参加〉
Sino-Russian Gas Cooperation: The Regional and Global Implications

〈報告者〉オックスフォード・エネルギー研究所主任研究員　パイク・グンウク

　オックスフォード・エネルギー研究所主任研究員のパイク・グンウク氏が「Sino-Russian Gas Cooperation: The Regional 

and Global Implications（中ロガス協力の意味するもの）」をテーマに論文参加した。ここで資料のみを紹介する。
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エネルギー政策にみる欧州の絆と買い手としてのパワー
〈事例紹介〉立正大学経済学部教授　蓮見雄

　「繋ぐ」というのが重要なポイントだと思う。結論から

いうと、これは楽しい結論ではないのだが、ヨーロッパの

場合は、エネルギーにおいて消費国間の繋がりができてい

る。それに対して、日本は残念ながらそうではない。今日

はエネルギー政策における欧州の絆・買い手としてのパ

ワーについてお話させていただく。

「エネルギー小国」日・独の違い

　日本もドイツも「エネルギー小国」である。それにも拘

らず、ドイツがなぜロシアに対して強い立場をとれるのか

というと、石炭や再生エネルギーを利用し、ヨーロッパ諸

国とも協力し、そしてロシアからもしっかりエネルギーを

買っているという多角的エネルギー調達を行っているから

なのである。

　図１は各国のエネルギー輸入依存度で、横軸が石油輸入、

縦軸がガス輸入を表している。これを見ると、日本はガス、

石油共に、ほぼ100％外国からの輸入となっていて、2035

年予想も2010年と変化がないエネルギー小国である。とは

いえ、ドイツも同じように輸入依存度は高い。世界的に見

ても、中国、インドのような新興国は、現在ガス輸入は２

割以下だが、2035年には40%を越えていくだろうと予想さ

れる。アメリカだけはシェールガスが出るので状況は異な

る。このような図を見てしまうと、一見、次は原発か、と

いう話になるのかというと、ドイツの選択と日本の選択は

異なる。ドイツは（日本も使うようにはなってきているが）

石炭を使っているということ、日本はロシアからも買うよ

うになっているが中東依存という状況は変わっておらず、

多角化ができていないということ。また、ドイツは、原則

ロシアからの輸入は３割程度で、他に色々な供給源がある。

原発については、ご存知のとおり両国の対応は異なってい

る。決定的に違うのは、再生可能エネルギー分野で、ドイ

ツは発電の２割であり、一方、日本は水力発電を除けば

1.6％ほどしか使われていない。

　その背景にあるものは何かといえば、「欧州の絆」とタ

イトルに書いたとおり、欧州では消費国の協力がしっかり

としていることである。そして何によってそれが支えられ

ているかというと、国境を越えたエネルギーインフラであ

る。つまり、言葉だけでなく物理的に本当に繋がっている

のが欧州の姿なのである。翻ってアジアでは、協力しよう

とか、福島との絆、という言葉だけが一人歩きしているが、

実際はインフラが繋がっていない、物理的な繋がりがない

のが日本の状況である。

パイプライン紛争

　ロシアは脅威であると思わせたのが、2009年のパイプラ

イン紛争である。確かにヨーロッパでは約２週間に亘りガ

ス供給が減少し、地域によっては供給の75％以上が減って

しまった（図２）。そうなるとやはりロシアは脅威だと思

うかもしれないが、これは２週間だけのことで、例えばス

ペインはまったく影響を受けていない。なぜこんなことが

起きてしまったのか？ 40年に亘って、ヨーロッパとロシ

アとのエネルギー関係は非常に安定していた。ロシアの気

が突然変わったというわけではなく、それまでロシアはエ

ネルギーに関しては信頼のおけるパートナーだったが、ソ

連邦の崩壊によってウクライナが独立しパイプラインの通

過国となり、中東欧諸国はEUに入った。だが、その地域

図１　日・独は「エネルギー小国」（石油・ガス） 図２　2009年パイプライン紛争によるガス供給減少
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のパイプラインは以前のままの設備であった。西ヨーロッ

パにおいては、その特徴として、国境を挟んでも双方向で

パイプラインを繋げる努力をしてきた。しかし、ソ連崩壊

後、EUに参加した東ヨーロッパにはそれが繋がっていな

かった。これは欧州委員会などが2009年のパイプライン紛

争の教訓として一番重視した点であった。それまで西ヨー

ロッパを物理的に繋げる政策を続けてきたけれど、その絆

は東ヨーロッパには繋がっていなかったのである。

　図３を見ると、ドイツ、イタリアなどはロシアから多く

ガスを輸入しているが、他からも輸入していることがわか

る。よって、例え２〜３週間ロシアから供給されなくても、

選択肢があるので困ることはない。しかし、同図の右側に

ある東ヨーロッパの国々は、例え輸入量が少なくてもロシ

アからのパイプラインしかないので大騒ぎとなり、特にブ

ルガリアはひどい状態になった。このように、各国の状況

が異なるので、当時EUとして統一的なエネルギー政策が

取れなかった。結局、欧州委員会が得た教訓は何か。エネ

ルギー政策は各国の主権であるという考えから、お互いの

情報（需要、供給、備蓄）を持たず、域内融通ができなかっ

た。そこで、今後EUとしてOne Voice（共同行動）でま

とまってロシアと交渉しようという方向へ進んでいった。

インターコネクション（パイプライン相互接続）が欠如し

ていたため東欧が物理的に孤立したことを反省点とし、ウ

クライナのような不安定地域を通過するパイプラインの代

替 ル ー ト 建 設 や、 ロ シ ア 以 外 の 供 給 源 開 発（Nord 

Stream、LNG）を展開していった。

３つのエネルギー課題と EU の役割

　現在のEUのエネルギー政策を全部説明するのは難しい

が、図４にあるように「競争力」、「供給の安全保障」、「気

候変動対策」を同時達成するための対策を、欧州委員会が

主導権を持って行おうとするスタンスになっている。開放

市場とは、ヨーロッパ市場における発送電分離を義務化し、

誰もが参入できるようにすること。排出取引、固定価格買

取制は、温室効果ガスを抑制し、主に再生可能エネルギー

を使えるようにすること。インフラの相互接続については、

ヨーロッパを見まわして必要なインフラの整備を行うこ

と。これらを欧州委員会主導で行おうとしているのが、現

図３　ロシアへのガス依存度の違い

図４　３つのエネルギー課題とEUの役割



ERINA REPORT No. 119 2014 AUGUST

82

在のEUのエネルギー政策である。

現在の EU のガス供給源

　EUでは北海など域内でもまだ生産があり、また、最近

はLNGも買うようになっている。ロシア以外、ノルウェー、

アルジェリアからもしっかり購入しており、供給源の多角

化を達成している。それにとどまらず、EUはエネルギー

市場の自由化を行っている。善し悪しは議論があるが、こ

れは買い手にとっては非常に有利な面がある。ヨーロッパ

においては、現時点でガスのスポット市場の割合が約42％

である。このような状況下でカタールのガスがヨーロッパ

に流入した際に、ガス価格急落に繋がった。

　日本の場合、電力についていえば、地域独占体制があり、

地域間の融通さえできていない。さらに、関東・関西では

周波数が違うという信じられない状況が未だに残ってい

る。アジアの国々と電力網を繋ごうというのであれば、50

ヘルツに統一する必要があるのに、それすらできていな

い。ロシアから電力を買ってくるという話もあるが、国内

体制がこれでは無理だろう。これに対して、少なくとも西

ヨーロッパでは双方向で繋がっており、直流高圧電力グ

リッドまであり、主要消費国間では相互融通する体制がで

きている。

　前述したように、スポット市場が育っているところに経

済危機が訪れて需要が低下し、さらにアメリカに向かうは

ずだった石炭やガスなどがヨーロッパに流れ込み、英国

NBP（ナショナルバランシングポイント）というスポッ

ト市場において値段が下がった。世界的にどの地域でも、

つまりOECD原油輸入価格でも日本のLNGでも、2008〜

2009年にかけて価格は下がったのだから、それ自体は同じ

ことなのだが、大きく落ち込んだのはスポット市場だった

ということと、もう一点は、この一時的落ち込みを梃子に、

ヨーロッパはガスプロムに対して値下げを迫ることに成功

した点が違う。というのは、ヨーロッパがOne Voice（共

同行動）で交渉したからである。実際ガスプロムは、2012

年には44億ドルのキャッシュバックに合意、翌年には47億

ドルの値引きに合意している。Statoil社（ノルウェー）や

Wintershall社（ドイツ）が価格設定においてスポット価

格の連動契約も入れ始めていて、そうなると石油価格連動

のシステムが維持しにくくなってきている。また、ウクラ

イナ等もロシアから買わず、なるべく西の他のルートから

買うようになっていて、ガスプロムのCIS諸国向けガス販

売割合が落ちてきている。さらに、欧州委員会がガスプロ

ムに競争法違反で罰金を払わせるかもしれないなどという

ことになった。このように買い手がまとまっているので、

強い姿勢で交渉することができるのである。

エネルギー共同体条約とその拡大

　2006年の紛争の後、EUとしてのエネルギー政策強化の

みならず、周辺の国、まずルートとして重要な西バルカン

諸国との間で、その後にモルドバ、ウクライナとの間でも

エネルギー共同体条約を結んだ（トルコ、ノルウェーはオ

ブザーバー）。これは各国にエネルギー分野でのEU法の適

用を認めさせるもので、買い手の力を強化している。さら

にそれを確実にするために、インフラ整備の強化を行って

いる（図５）。ヨーロッパをいくつかの地域に分けてイン

フラを整備するトータルプランを出し、実行しようとして

いるのがヨーロッパの姿である。

ヨーロッパ的意義を持つ送電網プロジェクト

　資金面をどうするかは今後の課題となるが、電力部門で

は、供給の安全保障、再生可能エネルギーの相互融通、域

内市場の統合の３つの目的を打ち立て、それぞれの目的に見

合った送電網の整備をEU中心に始めようとしている（図６）。

　ガスについていえば、現状でいうと、ロシアからのガス

に頼っている中東欧諸国や、輸入LNG割合の高い南欧諸

国はエネルギー多角化が不十分な地域である。これをどう

解決するかというと、やはりヨーロッパ全体をインフラで

図５　エネルギー・インフラ整備の優先課題

図６　ヨーロッパ的意義をもつ送電網プロジェクト
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繋ぎ相互融通することが必要となる。現在決定済みのイン

フラプロジェクトに対し、順調に投資が行われれば危険度

は下がり、さらに、未確定のプロジェクトもこれらに加わ

ると、全体として相互融通が可能になり、ロシアやLNG

に依存することがエネルギー供給の安全保障問題にはなら

なくなっていく。

　ドイツに象徴されるヨーロッパの国々は、文字通り欧州

の絆によって物理的インフラで繋がっており、さらにそれ

を強化しようとしている。実際、それによってロシアに対

して強い立場で交渉し、より安い価格で買えるようになっ

てきている。一方、日本はといえば、残念ながら話し合い

は継続されているにしても、そうなっていない。本当にア

ジアを繋ぐ物理的インフラを作るのかどうか、そういう覚

悟があるのか、ということが今後エネルギーの将来を決め

ていくのではないかと私は思っている。

　ヨーロッパの政策を過大評価しているのではないかとの

ご批判もあるかと思うが、日本の将来を考え、敢えてその

点を強調させていただいた。

付記：2014年５月２日、ロシアのノバク・エネルギー相は、

５月末までにウクライナが６月分の天然ガスの前払い金を

支払わなければガス供給を減らす可能性があると述べた。

ウクライナ経由の割合は、かつての８割から５割に低下し

ており、そのリスクを過大評価すべきではないが、仮に供

給が削減された場合、ウクライナが夏場に欧州向けガスを

貯蔵することができなくなり、冬期にEU諸国にも影響が

及ぶ恐れがある。

　しかし、2014年４月24日付け『ファイナンシャル・タイ

ムズ』紙も指摘しているように、「ガス紛争を地政学的危

機と切り離すことは難しいものの」「ここで善人と悪人を

特定するのは難しい」。この背景には、ウクライナのロシ

アに対する未払いガス代金が35億ドルに達しているという

事実があるからだ。少なくとも、日ロ間には、ウクライナ

のような政情不安なパイプライン通過国は存在しない。

 （2014年５月４日）

全体討論

杉本：まず、今日の登壇者から発言順に自分の意見を言っ

ていただき、それから他への質問と回答をお願いする。

池田：ウラジオのLNGについて一言申し上げる。日ロ両

方が迷走していた部分があると思う。日本のことは先ほど

触れなかったが、ウラジオストクLNG工場については、

ロシアの働きかけもあったろうが、日本政府が積極的に主

導していてロシア側がそれに応えたという感がある。その

理由というのは、当初サハリン１の天然ガスがなかなか動

かない状況下で、ウラジオストクへ持っていって輸出をす

るという考えがかなりあったのだと思う。ところが結果的

にロスネフチがでてきたことによって、この構想が潰れし

まっているという点がある。ロシアの方の迷走は、もとも

とはウラジオストクで開催されたAPEC首脳会議にあわせ

たが、日程が遅れたということと、日本の需要を過大視し

たこともあるのではないか。ガスプロムは最初は３基1,500

万トンといっていたが、今は1,000万トン、つまり最大２

基と考えている等々、色々迷走があったのかなという気が

する。

　本題に戻るが、「絆」が１つのテーマになっている。蓮

見氏のお話も含め欧州と比べた日本の問題、日ロ問題が今

日はメインなのだが、日本国内の供給網の不備や東西の分

断とか、今日は話し合わなかったが、サハリンから電力を

持ってこようとしても北海道と東北の間に細いパイプしか

ないこと等々、日本の中で解決しなければいけないことが

かなりあると痛切に感じた。

　平石氏のお話がとても興味深かった。質問として、この

「北東アジアガス・パイプラインフォーラム」はNPOとい

うかたちで様々な構想を話されているようだが、どの位ア

ジアの連結パイプラインを進めるのか、また、構想だけを

話しているのかそれとも現実味があるのかなど聞きしたい。

兵頭：「北東アジアのエネルギー協力と安全保障」がテー

マに掲げられているのだが、実際にどのような影響を与え

ているのか、議論が深堀にならない。２年間このプロジェ

クトに参加していて「エネルギー協力」と「安全保障」は、

それぞれものの見方や考え方が異なるので、これを融合さ

せていくのは難しいという気がしている。今日の皆様の報

告をお聞きして、日本の場合、エネルギー協力というと、

民間が主体となった経済合理性に基づいたビジネスの話で

しかない。しかし、安全保障とは、国が主体となって考え

るものである。安全保障的な発想は、最悪なケースや、非
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合理な対応を想定する必要がある。経済合理的な見方と最

悪の事態を想定した非合理な見方の間で、どのように両者

の接点を見つけていくかが悩ましい。特に、北極の話は典

型例である。実態からすると、実用例が乏しいことから、

まだビジネスの話にはならないのだが、将来的に北極をど

のように認識すべきかというパーセプションの話になる

と、ロシアの軍事プレゼンスの強化や中国の進出など、将

来的に起こり得る安全保障の面から見ていかなければなら

ない。しかし、両方の見方にはかなりギャップがあり、ど

う結び付けるか非常に難しい問題だと思う。エネルギー安

全保障も、日本の供給源の多角化の観点からロシアからも

資源を輸入した方がいいとか、ロシアは資源を政治利用す

ることはないといった指摘があるが、こうした視点を北極

問題にどう当てはめるべきか考えていきたい。

平石：追加的コメントとして、天然ガスが国際パイプライ

ンで来るか、LNGで来るかとは別の課題として、国内イ

ンフラを取り上げたい。国内で一番遅れているのは天然ガ

スパイプラインネットワークであると認識している。高速

道路は北海道から沖縄までできているし、新幹線も全国

ネットワークが形成されつつあり、2015年春には北陸新幹

線が延伸する。送電線ネットワークも形成されている。た

だ、天然ガスパイプラインは一部を除いて繋がっておらず

残念である。ここでは２つ観点があると思う。１つは競争

市場を支えるインフラの観点である。電力・ガス自由化の

時代になり、国内では自由化・競争原理が導入されつつあ

るが、インフラがなければなかなか競争原理が働かない。

もう１つは、産業振興の観点である。今後ガスを使った産

業が極めて重要になってくる。

　日本は優れたガス利用技術を持っている。天然ガスには

上流・中流・下流の各場面があるが、特に下流場面で日本

のメーカーはとてもよい技術を持っている。発電分野では

ガスコンバインドサイクル発電があり、非常に高効率の発

電ができる。日本の重電メーカーが得意である。家庭分野

ではガス会社が力を入れているエネファームがあり、燃料

電池を活用し、オンサイトで発電と給湯を行い効率的にエ

ネルギーを利用できる。

　輸送部門では燃料電池自動車が注目される。次世代自動

車は何かという確定したことは言えないが、燃料電池自動

車は次の時代の主役になる可能性があると思う。燃料電池

自動車のポイントは、いかに車両を安く作るかということ

と燃料インフラ、すなわち水素スタンドを作れるかという

ところだ。水素は天然ガスを改質してつくることもできる

ので、都市ガスネットワークができていると水素供給の可

能性が広がる。このように日本の優れたガス利用技術を活

かすという観点から、国内ガスパイプラインがあったほう

がよいと思っている。

　ただ、なぜそれが整備されてこなかったかというと、歴

史的状況を見る必要がある。まず、電力・ガス産業の地域

独占があげられる。電力・ガス産業共に地域独占で成長し

てきたので、それぞれ管轄する地域にエネルギーを供給す

ればよく、地域をまたがるインフラは不要であった。天然

ガスでも、自らのLNG基地から自らが管轄する地域をカ

バーすればよかったわけで、急に幹線パイプラインを作れ

といわれても困るわけである。一方、ヨーロッパはなぜ幹

線ガスパイプラインが発達したかというと、市場の近くに

ガス田があったからで、その場合天然ガスはLNGよりパ

イプラインで運んだほうがよい。ロシアや北海のガス田か

らパイプラインで消費地に天然ガスを運び、そのネット

ワークがどんどん発展してきた。

　かつての日本は、近くにはガス田がなく、遠方からLNG

を運ばなければならなかった。アラスカからのLNGが最

初であった。よって調達がLNG主体であるのは理由があ

る。ただ、今は状況が変わってきて、サハリンを含め日本

の近くにガスが生産されてきた状況下でもう一度考えてみ

る必要はあると思う。これまでも、いろいろな計画や構想

が出たり消えたりした。今動いているウラジオストクの

LNG構想も、経済的・技術的にフィージブルであればそ

れでいけばいいし、万が一うまくいかないときは、例えば

かつてのサハリンから日本へのパイプラインを俎上に上げ

て考える必要もあるかもしれない。

本村：平石氏の発言にあった国際パイプラインには我々も

お付き合いしている。先ほど日本だけ動きがないという話

があったが、世の中を動かすのは民間の力ではないかと思

う。国に何か決めてほしい、お役所に何かやってもらいた

いと思う気持ちは捨てましょう、というのが私の一番言い

たいところである。役所がやらなければならないのはイン

センティブになるような制度設計をきちっとやっていくこ

とだと思う。パイプラインを作るとよいことがある、とい

うのは具体的には発・送電分離が同時に行われて、天然ガ

スパイプラインが来るとそれぞれの地域で分散型発電がで

きて、できた発電を供給することができる。その時、供給

は競争状態にしよう、そのために電線は使えるようにしよ

う、というような制度設計の方を求めていくんだと。だが

投資は民間がやるというかたちである。ユーザーが自前で

自分のものは作る。そこへ技術を持った会社が協力して利

益を得ていくという展開を期待している。
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杉浦：入社してからずっとソ連・ロシア担当の仕事をして

きた。結論として、事実として言えるのはロシアほどエネ

ルギー供給源として信頼できる国はないということだ。そ

う言うと、必ず2006年、2009年にウクライナでなにがあっ

たか、と問われるが、あれは別の要因で削減されたり、止

められたりしたのである。本村氏からもあったとおり、ソ

連邦崩壊時でもロシアの天然ガスが止まったことはない。

「アラブの春」においては北アフリカから地中海を縦断す

るガス供給が止まりイタリアも困ったのだが、その代わり

にガスプロムが供給をした。エネルギーの供給源として信

頼できる国は他にないと今も確信している。そういう意味

で、サハリンから日本向け海底パイプライン構想は一つの

選択肢だと考えている。

　12月17日にはモスクワとバクーで天然ガスについて大き

な動きがある。日本でも報道されると思うが、モスクワで

はヤヌコービチ大統領とプーチン大統領が来年の天然ガス

価格をどうするか協議を行う。これは11月28日にビリニュ

スで開催された東方パートナーシップのEU連合協定にサ

インせず、ロシアとの関税同盟に入るという方向へ舵を

切ったことに対する対価が話し合われるわけである。同日

バクーでは、シャハ・デニーズ海洋鉱区第２段階の最終投

資決定が行われる。そうするといよいよ本格的工事が始ま

る。現在アゼルバイジャンの同鉱区では年間約80億立方

メートルの天然ガスを生産しているが、2018年以降はプラ

ス160億立方メートルが生産されるので、併せて今後約250

億立方メートルがトルコを含めヨーロッパへ流れるように

なる。

蓮見：まず１点。ウクライナ等とヨーロッパとの「連合協

定」については、ウクライナ等がEUに入るということで

なく、当分EUには入れないけれど、あなたは大事なんで

すよ、という枠組みのことである。日本の報道にはちょっ

と間違いがあるのであらかじめ申し上げたい。

　兵頭氏のおっしゃったとおり、エネルギー安全保障と純

粋な安全保障は相当に異なるのだと思う。エネルギー供給

を確実にするという意味のエネルギー安全保障のために

は、供給の多角化をはかることが最も大事なのだと思う。

その選択肢の一つとしてロシアとそれなりに協力すること

が大切だし、国内でも色々なエネルギーを自由に使えるよ

うにする、エネルギーミックスを多角化することが一番大

事だと思う。

　平石氏がおっしゃったように、歴史的経緯があるので日

本の場合は地域独占であっても仕方がない部分もある。そ

れは日本の高度成長期にエネルギーを安定的に供給すると

いうことを考えた時にそれなりに合理的に働いたので、全

面的にいけないと言っているわけではない。ただ、現在限

られた資源を効率的に使うということを考えた時には、だ

れもが送電線にアクセスできる、誰もがパイプラインでガ

スを使えるというシステムを作るのが一番大事だと私は

思っている。ヨーロッパの方が確かに歴史的に有利な条件

があったが、それに留まらず、それをもっと完全なものに

しようとしている。日本のシステムに問題がでてきたので

あれば、それを改善することが必要だと思う。

　本村氏が民間の力ということをおっしゃったが、私もそ

れにはある意味で賛成である。例えばドイツにおいて再生

可能エネルギーがなぜあんなに進むのかというと、ほとん

どが市民の協同組合の出資だからである。自分達で出資し

て再生可能エネルギーで作った電気を売り、採算がとれる

ものが広がっていって、そこに企業や銀行がお金を貸すよ

うになっていっている。日本でもガスが自由に使えるよう

になってエネファームが広がり、300万円は高いかもしれ

ないが、多くの人が買うようになれば色々な事業者が参入

してきて100万円に下がって爆発的に普及するかもしれな

い。そうすると大規模集中型の電気に頼らなくてもよいシ

ステムができてしまうかもしれない。

　エネルギーは武器にならないか、ということについて、

私は短期的には武器になるとは思う。ただ簡単に言うとロ

シアとヨーロッパの場合でも２週間止まらなければ大丈夫

だと思う。止まったとしても他のルートから持ってこられ

れば、売る方も儲からずに困ってしまうので、２週間堪え

うる多様化をしておけばいい。それができていれば、ロシ

ア他、色々な国からエネルギーを買うこと自体はエネル

ギーだけでなく安全保障全体にとってもリスクにはならな

いと考えている。

　エンクバヤル氏の発表はとてもおもしろかった。石炭は

あまり話題にのらないが、新興国ではこれからも圧倒的に

石炭発電が多いのだからクリーンコール技術を真剣に考え

ていく必要があると思う。

　北東アジアでエネルギーインフラは本当に繋がるのか正

直心配で、その中で日本はまともな役割を果たせるのかを

私は疑問に思っている。

エンクバヤル：石炭のパイプライン輸送について付け加え

たい。現在ウランバートルにテストプラントがある。パイ

プラインは直径100ミリメートルで、50ミリメートル以下

の石炭が対象、１時間に30トン輸送ができる。これは

E-Trans という民間会社が開発しており既にロシア、中国、
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カザフスタン、モザンビーク、ザンビアで特許が認められ

ているが、予算の問題で商業的プラントはまだ予定されて

いない。

平石：NAGPF活動と実際のプロジェクトの動きとの関係

についてはNAGPFの活動が直接にプロジェクトに反映さ

れているわけではない。我々の団体は、政府でも民間事業

者でもない「セカンドトラック」である。しかし、今日の

プレゼンテーションでお示ししたように、この15年にいく

つかのプロジェクトが動いている。例えば中国でタリム盆

地から上海までの総延長4,000キロの西気東輸パイプライ

ンがある。NAGPFの中国の所属団体の会長はCNPC副総

裁経験者である。1995年のNAGPF第１回目の会議で、天

然ガスをパイプラインで輸送する方法があるというのをイ

ンプットされ、おそらく彼はCNPCを通して政府に情報を

上げていったのだろう。中国の代表からは、このNAGPF

の活動会議のお陰で情報が得られ、西気東輸ができたと言

われた。

蓮見：先ほど本村氏のおっしゃったとおり民の力に頼るし

かないと思うが、国境を越えるインフラ整備の場合は民だ

けではどうにもならなくて、パイプラインや送電網のよう

な大きなプロジェクトの場合、官民パートナーシップのよ

うなものが必要になると思うが、これに対する展望につい

てどうお考えか教えていただきたい。

本村：もちろん対ロシアの交渉はお願いしなければいけな

いが、出発点というか、そもそも論として、役所はのんび

りしていないでちゃんと働いてくださいね、というような

付き合いが一番健全なのではないかと思う。役所が号令を

かけてくれたら動かないでもないよ、といったような姿勢

が日本社会には何となくあると思う。それは駄目で、主体

的にやっていって役所は使うものだ、という趣旨で申し上

げた。

平石：基本的な考えは本村氏のご意見と一緒である。ただ

し、海外からのエネルギーの確保については国が責任を

持って対応する必要があると思う。国内では極力規制をな

くして各プレーヤーに競争してもらう。そのプレーヤーの

中には外資があってもよい。海外との交渉についてはある

程度政府が絡んでこないと難しいのかな、という気がする。

政府が海外からのエネルギー確保で何かしようとしても、

国内プレーヤーが見えてこないと動かないというのは正に

本村さんがおっしゃったとおりである。

兵頭：民か官かという話だが、ロシアと比較して考えると、

日本は当然企業の利益追求ということでロシアと付き合う

のだが、ロシア側は政治的意向が企業体にも影響を与えて

いる。プーチン自身も、日本に対して政治的に経済協力を

求めているところもあり、日ロの対応には非対称がみられ

る。日本からすると、資源供給源の多角化というところで

ロシアを見ており、エネルギー安全保障という意味ではロ

シアに比べて発想が狭い。しかし、ロシア側の発想はもっ

と広く、安全保障に直結するところで日本との資源協力を

見ている。例えば、東シベリア・極東の開発とそれに対す

る日本の資源協力に関しては、ロシアは国内企業の利潤追

求だけではなく、あの地域の発展を安全保障に結び付けて

考えている。東シベリアや極東地域が過疎化することは、

単なる国内の問題ではなく、ロシアの国家安全保障の重大

な問題に繋がるという深い問題意識である。日ロ間の資源

協力を考える場合、この日ロのスコープの非対称が、今後

問題になるのではないか。

本村：正にそのご指摘の通りで、例えば東シベリア太平洋

パイプラインはプーチンの第二期の演説に出てきて正に実

現したわけだが、それまではそれぞれ民間が東シベリアで

中規模の油田を見つけて掘ったが、結局何もできずそのま

ま30、40年塩漬けになっていた。それを国の政策として幹

線パイプラインを作ったゆえに全体の開発が動き出した。

日本は2003年小泉政権の時「日露行動計画」で協力すると

勇ましく言ったわけだが、現実にはお金が出たわけではな

い。強いていえばJOGMECが構造調査事業を行ったわけ

だが、今後も日本が国としてどれだけできるかというと資

金的には決して強くない。民の資金力を活かしてほしいと

思うし、官民タイアップしてこれからもやっていく必要が

ある。ロシア側のレベルとタイアップできるか、議論の展

開ができるかといえば、資源国と消費国の違いもあるので

それは仕方ないところもある。

池田：民の力を、というのは賛成だ。ただロシア側から見

ると、これはロシアエネルギー研究所の人が言っていたの

だが、ガスプロムにせよロスネフチにせよ国営企業であり

国の意向が働いているわけで、やはり日本側もロシアのカ

ウンターパートとして一つの意見が通っていたほうが交渉

はし易いだろう。先ほども話したが、極東のLNGプロジェ

クトが乱立し、それぞれ日本の企業がくっついていて、そ

れぞれ異なったプロジェクトの肩を持っている。日本企業

としては一番儲かりそう、確実性がありそうというところ
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につくわけで、それが企業毎に異なるのは仕方ない部分も

あるが、これも結果的に統一した政策を難しくしているの

ではないかと思う。ロシアのような国と交渉する際には一

本化した政策というか、意見集約もある程度必要な気がす

る。これから可能性があるのか分からないが、日ロのガス

パイプライン敷設や、電力のかたちで持って来るとかを考

えた時も、民にだけ頼っていると未来永劫実現性はないし、

日本としてどうロシアと付き合っていくのか、政府を加え

たある程度の一貫性を持たないと、なかなか難しいと思う。

平石：兵頭氏の考えに賛同する。ロシアが東シベリア・極

東を開発するのはエネルギー問題でもあるが、その背景を

理解する必要もあると思っている。私の理解が合っている

か分からないが、国土政策・地域政策という観点や、安全

保障的な観点も強い。毎年、イルクーツクではバイカルエ

コノミックフォーラムが開かれ、東シベリア・極東をどう

開発していくかが大きなテーマになっている。エネルギー

は重要な要素の一つである。中国の脅威があるので、東シ

ベリア・極東に人が住み続けるように手厚く考えていかな

ければならない。東シベリア・極東で産出されるガスは、

まずはロシア国内への供給が優先され、余ったガスを輸出

するという考え方であって、外貨獲得優先ではない。日本

の離島振興も同様で、地域政策というよりも国土政策・領

土政策と考える方がよい。そこに人が住まなくなればよそ

の国にとられてしまうかもしれない。

杉浦：池田氏からLNG構想が乱立しているというご指摘

があったが、私は乱立してお互いが競争・競合しだしたと

いうことはよいことだと思っている。自分の所属する会社

も関わっているのであまりたち入ったことは言えないが、

ソ連邦の時代は当然、ロシアになってもそういった競争が

なく、今になってやっとそういう時代に入ったのかと思う。

　極東で新しいプロジェクトはヤマルのLNG、ウラジオ

のLNG、ロスネフチの進める極東LNG の３つで、それに

サハリン２をいれると４つが、お互いはり合っているのは

よいことだと思う。実際、天然ガスの供給源やアジアの需

要を勘案すればこの４つが実現することはあり得ない。新

規プロジェクトの３つも全部が成立することもあり得な

い。よくて１つか２つだと思っている。企業グループがで

きてお互い競合する、というのはよいことで、ロシア自身

にとってもよいことだと思う。今まで親方日の丸で経済性

を無視してやってきたが、経済性と言う観念が芽生えたこ

とはよいことだと思う。この３つなり４つが競争し、一番

経済合理性のあるものが勝ち残っていくのだろうし、もし

かすると全部が潰れるかもしれない。個人的には、海底パ

イプライン構想が一番経済性があると思っている。

蓮見：乱立かもしれないけれど競争はあったほうがよいと

思う。ガス輸出の自由化といっても全面的な自由化ではな

くて、大陸棚開発やLNG開発の部分に競争原理をいれよ

うとしているのではないかと思う。ロシアでは国家の影響

力が今も強いのは分かるのだが、それはソ連時代のイメー

ジとは異なって、国家が民に介入する場合もある種の競争

的な要素を使おうとするモーティベーションが働く、とい

うことがあると思う。なぜそうしようとしているのかとい

うと、おそらくロシアがエネルギー大国として生き残るに

は、単に上流で開発して売るだけではだめで、メジャーに

なるためには下流部門にも進出できなければならない。下

流部門に進出するためには市場原理に基づいた競争的な国

内エネルギー市場を作れてこそヨーロッパ市場の下流にも

出られる。そういう意味での適応の第１歩ではないかと思

う。杉浦氏もおっしゃったように失敗もするかもしれない

が、新規開発に競争原理を入れながら、外資の力も入れな

がらやっていこうという方針が出たということは、市場経

済の国になったのだなと思う。慎重な対応は必要だが、ソ

連時代のお付き合いとは違う付き合い方を考えていかなけ

ればならないと思う。

杉本：パネリスト間の討論はこの位にして、次に会場から

の質問についてお答えいただきたい。

平石：オマーンからインド向けの大水深パイプラインプロ

ジェクトの進捗状況についてのご質問をいただいた。水深

3,000メートル級で、ウラジオ−新潟パイプラインの類似

事例としてのご質問であろう。進捗については、十分な確

認が必要である。技術的、経済的に実現可能かという検討

がなされていく。ただし、技術的な検討では地形や気象等

その地域の状況も考慮しなければならない。日本海はイン

ド洋とは気象条件が異なる。風の強さも違ってくるので、

そのような条件を踏まえて実現可能かどうか考える必要が

あるだろう。

杉浦：追加させていただくと、現在大水深のパイプライン

で一番深いのは黒海を通っているブルーストリームで

2,150メートルである。このパイプは日本から出している。

来年春から作ると言われているサウスストリームは当初は

黒海のウクライナ経済水域を通る計画だったが、ウクライ

ナが自分の国を迂回するパイプラインを作らせるわけはな



ERINA REPORT No. 119 2014 AUGUST

88

く、やはり断ってきたので、トルコの経済水域に作ること

となった。黒海というのはウクライナほうからトルコの方

へ行くと段々深くなってくる。現存の一番深いブルースト

リームより更に50〜100メートル深いが、既に2,150メート

ルが大丈夫なのでサウスストリームもおそらく問題ない。

しかし、3,000メートルになると今まで造ったことがない。

未知の世界に入っていくと言える。また、海底パイプライ

ンを作る時に重要なのは海底の状況であって、これも調査

して最終的には決めていくのだと思う。

杉本：先週、ガスプロムが新潟県に対して天然ガス火力発

電所を共同で建設する話をもちかけたそうだが、日ロエネ

ルギー協力は賛成だが、国家インフラの権益の一部を外国

の企業に委ねるのはエネルギー安全保障の観点からどうだ

ろうか、という質問について。これは２、３の側面がある

と思う。森林や農地、水資源などが外国に買いつけられて

いるという話があるが、これとは同日に語ることかは疑問

である。日本の法律の中で進められていくことなので、日

本が自国に不利なかたちでこういう問題を進めていくとは

考えにくい。日本の競争力強化に役立つのであれば、限度

はあるだろうが、外国に開放することはおかしいことでは

ない。特にガスプロムということになれば、こちらの電力

の価格は決まっているのだから、ガスプロム自身のガスを

それなりに弾力的に運用するのではないか。よって個人的

には戦略的な施設を外国に渡すという単純な話ではないと

思う。

本村：ちょっと突飛な話だが、南満州鉄道を日本が持った

あとアメリカのハリマンという鉄道資本が参加させろと

いってきた時、日露戦争で沢山の人が亡くなったのに何を

いうか、ということで日本側は断ったのだが、これが逆に

日米戦争の遠因となったのかもしれないという話がある。

アメリカ資本を入れて共同運行していれば日米関係は相当

緊密になったのではないだろうか。純粋に日本だけでいく

のがいいということはなくて、日産のようにルノーの資本

が入っているケースもあるわけだし、相互乗り入れの方が

健全なのではないだろうか。日本が51％で残りは全部外資

に開放してもよいのでは位に思っている。

蓮見：エネルギー部門というのはセンシテブな感じがして

何となく外国資本を入れてはいけないような気がするけれ

ど、ヨーロッパだと国境を越えてエネルギー企業が吸収合

併を繰り返していて多国籍化している。例えばドイツの送

電網はベルギーが持っていたりしていて、誰もがオープン

アクセスできるという条件に従っている限りは、所有権が

外資でもまったく問題ない、というのがヨーロッパでの事

例である。

杉本： ガスプロムの代表が新潟に来て、下流部門への参

画に関心を示したと言われている。シェールガスの出現で

ガスプロムはガスの新たな長期供給先を探しているが、日

本の発電にガスプロムが参加できる現実性をどのように考

えるか、という質問があった。

蓮見：ガスプロムはすごく焦っていると思う。ヨーロッパ

で今まで通りガスは高く売れなくなっている。ガスプロム

の７、８割の売り上げはヨーロッパだが、景気が回復しよ

うが、ヨーロッパは他のルートや再生可能エネルギーなど

でエネルギーを確保しているので、これ以上需要は伸びな

い。ガスプロムが今やらなければならないのは新規顧客の

開拓である。ヨーロッパの顧客に値切られたらそれに従う

しかなく、ヨーロッパで売れるシェアを確保して時間を稼

いでいる間に、他の地域でも売れる環境を作らなければ大

変なことになる。日本にアプローチしているのは安全保障

というよりも、企業として困っているからだと思う。

池田：私も同意する。企業として困っているという部分が

大きくて、安全保障とか考えないほうがいいのかなと思う。

ガスプロム自身はこの数年、資産スワップということを言

い始めている。自分の持っているガス田開発権を海外企業

と共同でやろうとした場合、その企業が持っている資産と

交換しようというもの。その一例として、相手企業が海外

に持っている、例えば発電所の権益と交換しようというよ

うな話をしている。逆にこういうことを警戒しないでむし

ろうまく使っていけばいいと思う。先方が発電所を作りた

いと言ったとき、単独ではできないだろうからどこか合弁

でやるだろう。そういった時に日本側の合弁企業はサハリ

ンでもいいし、コビクタ、チャヤンダでもいいし、その開

発権を下さいというような交渉にもなるだろう。あまりネ

ガティブに考えないで、うまく使っていくことを考えて

いった方がいいと思う。

平石：おそらくキーワードはバリューチェーンだと思う。

インフラ輸出のバリューチェーンとは、相手国での案件形

成⇒FS（フィージビリティースタディ）⇒EPC（設計・

調達・建設）⇒O & M（オペレーション&マネージメント）

の一連の流れを指す。ロシアが日本に対して天然ガスでビ

ジネスを行う場合、バリューチェーンを意識しているのか
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も知れない。ガスの上流だけでなく、LNG基地やパイプ

ライン等の中流、更には発電所等の下流まで視野に入れて

いるとすると、バリューチェーンを意識した流れになって

いる。

杉浦：ガスプロムでもロスネフチでも日本の企業を買収す

るのは、ある意味日本のエネルギー安保に貢献すると思う。

逆に彼らの資産が日本にあるということは、日本の資産が

何か不法なり、我々の納得いかない方法で没収・接収され

た場合、法的に可能かは別問題だが、何かあった時にはそ

の対価として抑えることができる。ある意味、何か起こっ

た場合の我々の対抗手段という意味でガスプロム、ロスネ

フチに日本へ進出してもらうのはよいことだと思う。

本村：最大の石油会社になったロスネフチだが、今20％は

BPが持っていて社長のダドリーが取締役としてロスネフ

チに入っている。相互乗り入れはごく自然のことだと思う。

杉本：今日はエネルギーインフラストラクチャーというこ

とで、どちらかというと天然ガスについての発言が多かっ

たと思う。パイプラインは非常に重要だと思っていて、私

は推進派といってもいいくらいである。先ほどの本村氏の

発言にもあったが、1969年、70年にドイツ、イタリアがソ

連からガスを本格的に買い付けたことは、東西緊張の真只

中でよくあそこまでやったと思う。ブラントとブレジネフ

が完全にお互いを信用したからこそできた事業であった。

時間がないので短絡的に言うが、パイプライン契約はベル

リンの壁を崩壊させるような雪解けに繋がっていったと

思っている。無論、ソ連が崩壊した原因はそれだけではな

いが、一因にはなったと思う。パイプラインというのはそ

の位の役割を果たしている。エネルギーの結び付き、特に

天然ガスは硬直性が強いエネルギー源であって、そういう

もので結び付くとお互いの信頼を築くと考えている。北東

アジアにそういうものができるとすれば、というより是非

造っていきたいと思うのだが、そういうものが国家間の信

頼関係を醸成し、平和・繁栄をもたらしていくし、地域間

の安全保障に繋がっていくと思っている。

　このパネルはすでに２回開催してきた。我々の研究グ

ループも何らかのかたちで具体的な動きに繋がるようなこ

とができればといいと思う。


